
チエック欄

○一般競争入札参加申請書【第４号様式】 □

○一般競争入札参加申請書受信確認通知 □

ア　誓約書【第１号様式】 □

□

イ　工事の施工実績調書【第２号様式】 □

　※施工実績として申請できる工事は１件 □

□

○施工実績に関する添付資料 □

○共同企業体の構成員として施工した工事を実績とする場
合において、出資比率を確認できる資料の有無

□

ウ　配置技術者の資格・工事経験調書【第３－１号様式】
□

□

記載した技術者は、建設業法第７条第２号のイ～ハのいずれかに該当する者であるか。
　※監理技術者として配置する場合は、同法第１５条第２号のイ～ハに該当する者であること。

□

経験として記載する工事は、公告日の１５年前の日の属する年度の４月１日から公告日までのものであるか。 □

工事の規模、工種及び従事した役職は、発注者が求めるものとなっているか。 □

資格、免許等の名称は、発注者が求めるものとなっているか。 □

○工事経験に関する添付資料の有無 □

該当するものであることを確認できる資料（資格証、卒業証明、実務経験の証明 等）が、添付されているか。
また、添付資料が別人のものとなっていないか。

□

技術者を監理技術者として配置する場合は、監理技術者資格者証（裏面を含む。）の写し及び監理技術者講習修
了証の写し（ただし、監理技術者資格者証の裏面に、監理技術者講習に関する記載がある場合は、不要とす
る。）を添付しているか。

□

監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証の写しが別人のものであったり、期限切れのものとなっていな
いか。

□

直接的かつ恒常的（専任が必要な工事の場合は入札参加申請日以前に３箇月以上）な雇用関係にある者であるか。 □

上記において、健康保険被保険者証を添付する場合（監理技術者資格者証で３箇月以上の雇用関係を証明で
きない場合に限る。）は、保険者番号、被保険者等記号及び番号に、マスキングされているか。

□

資格を証する書類や免許の写しの添付漏れはないか。
また、当該写しが別人のものであったり、期限がある資格等の場合で期限切れとなっていないか。
　※裏面に記載がある場合は当該写しも必要となるので留意すること。

□

エ　特例監理技術者の配置を予定している場合の確認事項
【別記第３－１号様式】

□

□

4 オ　建設工事等競争入札参加資格認定通知書の写し □

5 カ　総合評定値通知書の写し □

6 キ　建設業許可通知書の写し又は建設業許可証明書の写し □

7 ク　共同企業体競争入札参加資格審査申請書 □

□

□

9 コ　委任状【別紙３】 □

10 サ　見積書 □

11 シ　その他契約担当者が指定する書類 □

12 通し番号及び全ページ数 □

13 技術提案資料 □

入札参加資格申請書提出に係る自己点検シート【ＪＶ用】

提出書類 チェック項目

0

入札参加申請の段階から紙入札承認を受けている場合に限り、当該様式を添付しているか。

電子ファイル容量が３ＭＢを超えるため等により書面で提出する場合において、添付されているか。

1
営業所等の種別に、誤りはないか。

その他の誓約事項に、違反する事実はないか。

2

記載する工事は、公告日の１５年前の日の属する年度の４月１日から公告日までのものであるか。

工事の規模、工種及び受注形態（元請、ＪＶの代表者、JVの構成員 等)は、発注者が求めるものとなっているか。

工事の種類において、建設業法別表第１の上欄に掲げるもので、発注者が求めるものとなっているか。

様式の添付資料について、別の工事のものになっていないか。

建設工事施工証明書等で共同企業体の構成員及び出資比率が確認できるか。確認できない場合、共同企業体協定書の
写しが添付されているか。

建設工事施工証明書等の必要な添付書類があるか。ただし、第２号様式に添付するものと同工事の場合は不要である。

3

○配置技術者に関する資格者証及び雇用関係等証明資料
添付書【第３－２号様式】

建設業法上の資格要件等について

発注者が求める資格・免許等について

配置を認める工事で配置を予定する場合、添付されているか。

項目（特例監理技術者に関するア・エ・オの項目）を全て満たしているか。

配置技術者は、構成員ごとに１名となっているか。（工場製作を含む工事であって、工場製作から現場施工に移行する時
点で配置技術者が交代する場合は、工場製作時、現場施工時各１名となっているか。）

配置予定者の氏名の欄は、添付資料と整合が図られているか。

建設業法上の資格要件等について

記載する工事経験について

発注者が求める資格・免許等について

業種（工種）に対する等級が、発注者が求めるものとなっているか。

経審の基準日から１年７カ月以内の契約が可能か。

公告の該当業種（工種）の許可を受けているか。

添付漏れはないか。　※提出は事前審査方式で見積書提出が条件となっている場合のみ。

添付漏れはないか。※その他契約担当者が指定する書類がある場合のみ。

同一時期に提出する必要がある場合、当該資料を添付しているか。

○共同企業体による施工である場合で、地方自治法施行令第１６７条の５第１項の規定による経営規模等入札参加資格の審査に必要な書類として既に提出している場合は二重に提出する必要はありません。

○チェック欄について、提出の必要がある書類においてチェック項目を満足している場合、□欄に「レ」と記入し、提出の必要がない（該当しない）項目の場合、「－」と記入するなどしてご利用ください。

添付漏れや記入誤りはないか。

ケ　共同企業体協定書の写し

8
添付漏れはないか。

公告において定められた出資比率を満足しているか。

添付漏れはないか。※提出は共同企業体協定書により代表者に入札に関する権限等が委任されていない場合のみ。

上記ア～シ（必要な事項のみ）の資料において、ア　誓約書【第１号様式】を第１ページとした通し番号及び全ページ数を、
全ての添付資料に添付しているか。

本シートは入札参加申請に係る資料作成に伴い、内容を確認される際にご利用ください。


